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シルガード 9 承認と HPV ワクチン被害についての申し入れ書 

私達はHPVワクチン副反応に苦しむ患者本人と家族で構成される全国子宮頸がんワクチ

ン被害者連絡会です。 

 HPV ワクチンは、子宮頸がん予防ワクチンとういう名称を使い子宮頸がんを予防した証

明もないまま子宮頸がんを予防するとして２００９年 12 月から日本で発売され、その後副

反応を訴える少女たちが多数出ましたが、厚労省は救済や、治療法、診療体制の整備を謳

っていますが、現実には患者へのハラスメントや診療拒否などの改善もなく患者の置かれ

ている現状は恵まれないまま、長きにわたり治療できない患者もまだいることをご存知で

しょうか。多くの患者が８年、９年を経過し、後遺症に苦しんでいることをご存知でしょ

うか。 

 是非とも一度現状を知って頂きたく被害者との検討会を開催してください。 

記 

1. 既存の HPV ワクチンの被害者の現状把握と被害実態把握のための被害者との面談、話

し合いを希望します 

 

2. 従来の HPV ワクチン副反応患者は、今も後遺症や病状の治療体制が整っていないと訴

えています。これらの治療体制と治療法の確立をしてください。 

 

3. 9 価 HPV ワクチン シルガード 9 承認後新たな接種者の副反応が出た場合、今も尾を

引いている HPV ワクチン副反応問題を鑑み、副反応責任の所在を明確にして、製造責

任及び審議承認者、推進する議員もその責任の一端を担い副反応患者の救済と診療体

制についてどのように考え、具体策を講じているのかをお教えください。 


